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有有効効求求人人倍倍率率  ３３年年半半ぶぶりり低低水水準準

（（44 月月 2288 日日）） 

厚生労働省の発表によると、３

月の有効求人倍率は 1.39 倍（季節

調整値。２月から 0.06 ポイント低

下）となったことがわかった。1.4

倍を下回るのは 2016 年９月以来で、３年半ぶ

りの低い水準。新型コロナウイルスの感染拡大

で、宿泊・ 

飲食サービス業などの求人の落込みが影響し

た。総務省発表の３月の完全失業率は 2.5％（季

節調整値。２月から 0.1 ポイント低下）となっ

た。 

ココロロナナ感感染染不不安安のの妊妊婦婦  働働きき方方にに配配慮慮義義務務（（55

月月 22 日日））  

厚生労働省は、働く妊婦が新型コロナウイル

スへの感染に強いストレスを感じ、医師らから

指導を受けたことを申し出た場合には、在宅勤

務や休業などを認めるよう企業に義務付ける

ことを決めた。働く妊婦に対する企業の対応を

まとめた指針を改定し、７日から適用される。 

高高ププロロ導導入入  約約 1100 社社（（55 月月 44 日日））  

厚生労働省の集計によれば、「高度プロフェ

ッショナル制度」を導入した企業が、制度が開

始された昨年４月からの１年間で約 10 社、適

用されている人は 414 人にとどまることがわ

かった。適用された業務の内訳はコンサルタン

トが 369 人と大半で、アナリスト 27 人、ディ

ーリング 15 人が続いた。 

実実質質賃賃金金 00..33％％減減（（55 月月 88 日日））  

賃金の伸びに物価の変動を反映した実質賃

金が前年同月と比べ 0.3％減となり、３か月ぶ

りにマイナスとなったことが、厚生労働省が発

表した３月の勤労統計調査（速報）でわかった。

新型コロナウイルスの感染拡大の影響で、残業

等の所定外労働時間が同 7.4％減となるなどに

より、所定外給与が大きく減少したことが要因。 

「「ココロロナナででのの解解雇雇・・雇雇止止めめ」」55,,550000 人人  外外出出自自

粛粛・・休休業業要要請請がが影影響響（（55 月月 1111 日日））  

新型コロナウイルスの感染拡大の影響によ

り解雇・雇止めの対象となった労働者が 5,500

人（11 日時点、見込みを含む）にのぼること

が、厚生労働省の調査でわかった。外出自粛や

休業要請により、ホテル・旅館といった宿泊業

や旅客運送業、飲食業、製造業が多い。同省は、

今後、雇用維持に向けた対策・サポートを行う

考えを示している。  

パパーートトへへのの適適用用拡拡大大、、今今国国会会でで成成立立へへ  年年金金改改

革革法法案案がが衆衆院院通通過過（（55 月月 1122 日日））  

パートなど短時間労働者への厚生年金の適

用拡大を柱とする年金改革関連法案が、衆院本

会議で可決された。現在、「従業員数 501 人以

上」の規模の企業に厚生年金加入義務があるが、

これを段階的に引き下げ、2022 年 10 月に「同

101 人以上」、24 年 10 月に「同 51 人以上」に

拡大する。参院での審議を経て、今国会で成立

する見通し。同法案には、このほか、在職老齢

年金制度について減額基準を引き上げるなど、

高齢期就労を後押しする内容も盛り込まれて

いる。 
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「「休休業業者者にに賃賃金金のの８８割割をを直直接接給給付付」」～～雇雇用用保保険険

にに特特例例制制度度、、厚厚労労省省方方針針（（55 月月 1144 日日））  

厚生労働省は、コロナウイルスの感染拡大に

伴う休業者に月額賃金の８割程度を直接給付

する新たな制度を創設する方針を固めた。雇用

保険の特例制度として、雇用調整助成金を申請

していない中小企業の従業員（非正規労働者も

含む）を対象に、月 33 万円程度を上限に給付

を行う。関連法案を今国会に提出し、成立次第、

給付を開始する。 

今今年年のの倒倒産産がが１１万万件件超超すす見見通通しし～～帝帝国国デデーータタ

ババンンククがが公公表表（（55 月月 1166 日日））  

帝国データバンクの 15 日の公表によると、

今年の倒産件数（負債額 1,000 万円以上、法的

整理）が、2013 年以来７年ぶりに１万件を超

える見通しであることがわかった。新型コロナ

ウイルスの感染拡大の影響による倒産が増え

ていて、昨年の件数（8,354 件）を大きく上回

る。休廃業・解散の件数も昨年（２万 3,634

件）を上回って２万 5,000 件に達し、ピークの

2008 年に迫るとの見方も示した。 

精精神神障障害害のの労労災災認認定定基基準準にに「「パパワワハハララ」」新新設設～～

６６月月改改正正法法施施行行にに合合わわせせ（（55 月月 1166 日日））  

厚生労働省は、精神障害の労災認定基準に

「パワーハラスメント」を加える。上司などか

ら身体的・精神的攻撃を受けたことが原因で精

神障害を発症した場合を想定。企業にパワハラ

防止を義務付ける改正労働施策総合推進法が

６月に施行されることを踏まえた対応で、６月

１日からの適用を目指す。これまでの労災認定

基準にはパワハラの項目がなく、「（ひどい）

嫌がらせやいじめ、暴行」に当たるかどうかで

判断していた。 

ココロロナナ感感染染でで初初のの労労災災認認定定（（55

月月 1166 日日））  

加藤厚生労働相は 15 日、新型

コロナウイルスに感染した労働者に

ついて、14 日までに労災申請が 39

件あり、そのうち２件をすでに認定

して労災保険の給付を決定したと明

らかにした。１件は医療従事者で、

もう１件は理容室や美容室、旅行業

などの生活関連サービス業従事者。新型コロナ

感染での労災認定は初めて。 

非非正正規規失失業業・・学学生生のの内内定定取取消消ししににハハロローーワワーークク

ででのの支支援援強強化化（（55 月月 1188 日日））  

政府は新型コロナウイルス感染拡大の影響

で失業した人の再就職支援を強化するため、５

月中にも全国のハローワークで非正規労働者

に対応する専門相談員を７割拡大する。住居を

失った人には社宅付きの仕事を紹介する「就

労・生活支援アドバイザー」も配置する。緊急

経済対策でハローワークの業務に当たる人の

人件費などに、計約 30 億円を盛り込んだ。学

生への支援増強策としては、４月中旬に内定を

取り消された学生向けに「新卒応援ハローワー

ク」で相談窓口を設置しており、今後、相談員

も増やす。 

今今年年創創業業企企業業にに給給付付金金「「最最大大 110000 万万円円」」軸軸にに

政政府府検検討討（（55 月月 2222 日日））  

政府は、新型コロナウイルスで影響を受けた

スタートアップ企業向けの給付金制度を新設

する。中堅・中小企業などには最大 200 万円を

配る「持続化給付金」の支給が始まったが、今

年創業した企業は対象外だったため、これらの

スタートアップ企業に対しても資金繰り支援

を強化する。対象は１月１日から３月 31 日ま

でに創業した事業者とする見込みで、１～３月

の任意のひと月の事業収入の平均と比べ５割

以上減少したことを証明すれば、最大 100 万円

～200 万円給付する案を軸に検討。第２次補正

予算案に盛り込む。 

 



 
 
2020 年 6 月号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

賃金台帳などの記録の保存期間の延長（令和２年４月１日～） 

今回公表されたのは、令和元年 11 月に、労働基準関係法令の違反が疑われる事業場に対して実施された重点監

督の結果です。そのポイントを確認しておきましょう。 

令和２年４月１日施行の労働基準法の改正により、賃金請求権の消滅時効期間が延長されましたが、これ

にあわせて「賃金台帳などの記録の保存期間の延長」も行われています。 

過重労働解消キャンペーン」の重点監督の実施結果 令和元年度は約 75％で法令違反 

★当分の間は、「３年間」という保存期間に変更はありませんが、起算日の明確化には注意したいところです。 

重要改正 施行済 

重要情報 

●重点監督を実施事業場は 8,904 事業場 うち、6,707 事業場（全体の 75.3％）で労働基準関係法令違反が認められた 

①主な違反内容［是正勧告書を交付した事業場の内訳］ 

・違法な時間外労働があったもの➡3,602 事業場（全体の 40.5％） 

・賃金不払残業があったもの➡654 事業場（全体の 7.3％） 

・過重労働による健康障害防止措置が未実施のもの➡1,832 事業場（全体の 20.6％） 

②主な健康障害防止に係る指導の状況［健康障害防止のため指導票を交付した事業場の内訳］ 

・健康障害防止措置が不十分なため改善を指導したもの➡3,443 事業場（全体の 38.7％） 

・労働時間の把握方法が不適正なため指導したもの➡1,553 事業場（全体の 17.4％）        

 

 

①労働者名簿  

②賃金台帳  

③雇入れに関する書類･･･雇入決定関係書類、契約書、労働条件通知書、 履歴書など  

④解雇に関する書類･･･解雇決定関係書類、 予告手当または退職手当の領収書など  

⑤災害補償に関する書類･･･診断書、補償の支払、領収関係書類など  

⑥賃金に関する書類･･･賃金決定関係書類、昇給減給関係書類など 

⑦その他の労働関係に関する重要な書類･･･出勤簿、タイムカードなどの記録、労使協定の協定書、各種許認可書、 

始業・終業時刻など労働時間の記録に関する書類、退職関係書類など  

⑧労働基準法施行規則・労働時間等設定改善法施行規則で保存期間が定められている記録 

（下記の「起算日の明確化」を行う記録は、賃金の支払いに係るものに限ります。） 
 

 

 

 

 

 

 

事業主が保存すべき賃金台帳などの下記の記録の保存期間について、５年に延長しつつ、当分の間は、これ

までと同様にその期間は「３年」とされます。 

㊟起算日の明確化 

上記の②⑥⑦⑧の記録に関する賃金の支払期日が、記録の完結の日などより遅い場合には、「当該支払期

日」が記録の保存期間の起算日となることが明確化されました。 
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★なお、結果の公表に当たっては、代表的な監督指導事例が紹介されていますが、「各種情報から時間外・休日

労働が１か月当たり 80 時間を超えていると考えられる大企業の事業場に対し、立入調査を実施した」といっ

た事例のように、月 80 時間を超える時間外・休日労働が行われている場合には、監督指導の対象となる可能

性が高いといえそうです。そのような働き方をしている社員がいれば、早急に改善する必要があるでしょう。 

長時間労働の削減の手法などについても、気軽にお問い合わせください。 

令和２年度の労働保険の年度更新期間を延長 

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、令和２年度の労働保険の年度更新

の期間を延長することについて、厚生労働省から次のような案内がありました。 

････････････････････労働保険の年度更新期間の延長について････････････････････ 

★申告納付が可能な事業場では、例年どおりの対応で問題ありません。新型コロナウイルス感染症の影響が

深刻であり、一定の要件に該当する場合には、令和２年８月 31 日までに申告を行い、同時に納付猶予の手続

を行うことも可能ということです。詳しい内容については、気軽にお尋ねください。 

重要決定事項確定 

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、中小事業主、個人事業主の方々が労働保険の

年度更新（申告・納付）を円滑に実施する環境を整えるため、６月１日～７月 10 日までの 40 日の

期間を６月１日～８月 31 日までの３月間の期間に延長する。（所要の厚生労働大臣告示も公布） 


